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「法の下の平等」と人種差別克服の過程
―映画を用いた法学教育の試み―

茂木　洋平

Ⅰ　本稿の目的と意義

筆者は、学部生向けの憲法教育のテキストである『映画で学ぶ憲法Ⅱ』（法律文化社 , 2021）に「「法の下

の平等」と人種差別克服の過程」（以下、「拙稿」）を掲載する機会を得た。「拙稿」の目的は『大統領の執事

の涙』（リーダニエルズ監督 , 2013 年 , アメリカ合衆国）を題材に、憲法の平等保護条項の意味を考えても

らうことであった。本稿は「拙稿」という骨組みに詳細な記述をし、「拙稿」の理論的背景を理解してもら

うことにある。

多くの受講生にとって、憲法の講義は日常生活とは遠く離れた内容を取り扱い、興味を抱きにくいのでは

ないか、と筆者は考えている。講義に際して、受講生に如何に憲法に興味を持ってくれるのかを常に試行錯

誤しているが、中々答えの出ない難問である。「映画」という誰しもが慣れ親しんだものを題材にすることは、

この難問を解決する 1 つの方法であり、講義方法を考える上で非常に有用であった。憲法研究者から見たと

きに、題材とした映画が如何なる切り口から語られるのかを学ぶことで、受講生に大学で勉強する意義（多

角的な視点から社会問題を考察すること）を少しでも感じてもらえたならば、「拙稿」の教育面での意義もあっ

たのではないかと思う。編者の方々にはこのテキストの企画への参加をお誘い頂き、感謝している。

学生向けのテキストという性質上、「拙稿」は初学者に分かり易い記述を心掛けたが、同時に、憲法やア

メリカ法の研究者にとっても学術的に一定程度の価値のある内容を目指して執筆した。テキストである以上、

文字数が限られており（3000 文字。当然ながら脚注はない）、「拙稿」の記述は内容をかなり凝縮している。

そのため、合衆国の平等保護条項の問題に精通していなければ、「拙稿」の内容をより深く理解するのは難

しいのではないかと考えている（勿論、受講生にも映画の内容に絡めてアメリカの平等法理が何かについて、

概要を掴めるようには心掛けて執筆している）。そこで、本稿は「拙稿」を骨組みにして、詳細な肉付けを

した。また、多くの部分に脚注を付け、「拙稿」の文章の理論的根拠を示すことに努めた。本稿を「拙稿」

と併せて読むと、「拙稿」の基になる理論的背景を理解してもらえるのではないかと考える。

本稿は「拙稿」を詳細にしている関係上、「拙稿」にはない新たな項目が多数ある。ただし、以下の本稿

の記述は、基本的には「拙稿」の構成に沿って進められる。
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Ⅱ　憲法における「法の下の平等」を学ぶ意義

日本国憲法 14 条は「法の下の平等」を規定する。平等の概念は多岐にわたり（「形式的平等」「実質的平等」

「機会の平等」「結果の平等」「相対的平等」「絶対的平等」）、その内容を理解するのは難しい。それぞれの平

等概念には対になる平等概念があり、一方が達成されると、他方が達成できない場合が多くある。

日本国憲法 14 条は、人種、信条、性別、社会的身分又は門地による「差別」を禁止する。だが、平等の

概念が多岐にわたる以上、憲法の禁止する「差別」が何かを理解するのは難しい。例えば、労働条件におい

て、女性だけを保護する法制度がある場合、女性だけを特別に取扱っており、男性への差別だと考えること

ができる。他方、こうした法制度は女性は保護しなければならない存在であるという考えを生じさせるため、

女性に重要な仕事を任せず、補助的な仕事だけを任せるという判断につながりかねず、女性差別だと見るこ

ともできる。だが見方を変えると、男女を同じ労働条件で形式的に取り扱った場合、男と同じ激務を強いる

ことは、女性の人生における様々な選択（結婚、出産、育児など）を妨げることにもなりかねない（もっと

も、男に激務を強いることも、女性と同じく人生の様々な選択を妨げることにもなる）。これに対しても、

保護の撤廃により男性と同等に取扱われることで、激務をこなせる女性には、職場で重要な地位に就く機会

が開かれるという見方もできる。

「平等」と「差別」は表裏の関係にあり、様々な問題を考えたときに、見方によってどちらにも捉えられ

る側面がある。社会人になると、様々な場面で法制度に従って日々の生活や仕事を行っていることを意識す

る場面が増える。職場で責任ある立場になれば、就業規則の改訂など、制度の枠組みの作成に携わる場面も

あるかもしれない。その際、制度の多方面にわたる影響を考えるために、「平等」や「差別」とは何かを考

える法的思考力は役に立つ。憲法や法学の講義で「法の下の平等」を学ぶ 1 つの意義はここにあると考える。

本稿（及び「拙稿」）は、「形式的平等」や「実質的平等」などの平等の一般的な概念を説明し、上記の男

女別の取扱いのような具体例を示して、受講生の法的思考力をトレーニングするものではない。だが、本稿

（及び「拙稿」）を通じて、合衆国の人種問題の複雑さ（人種問題は「黒人（マイノリティ）」と「白人（マジョ

リティ）」という単純な枠組ではなく、無数の人種グループの枠組で捉えないとならないこと）が分かれば、

「平等」と「差別」の複雑な側面を理解でき、法的思考力を鍛える助けになると考える。

Ⅲ　外国の事例を学ぶ意義

「平等」が何かを考えるにあたり、なぜ、外国（合衆国）の事例を学ぶのかについて、受講生は疑問に感

じるだろう。近代化に際して、日本は外国の法制度を自国に適応する形に変えて取り入れる努力をしてきた。

そのため、日本の法学説は法解釈に行き詰まった場合には、外国法研究を行うことで日本の問題解決の為に

参照可能な部分を見出してきた。日本国憲法 14 条の解釈も同様であり、日本の学説は合衆国の平等保護条

項に関連する判例と学説の研究を積極的に行ってきた。合衆国の人種差別は相当に激しく、筆者は日本には

それに比肩する差別は存在せず、人種差別に関連する合衆国の法理論を日本に受容することは慎重であるべ



「法の下の平等」と人種差別克服の過程 25

きだと考える。だが、合衆国の人種差別克服の過程を学ぶことは、（学部生にとっても）有用だと考える。

合衆国の人種差別克服の過程は、憲法に平等が書き込まれているだけでは差別はなくならず、憲法の平等の

理念を実現するためには、それを勝ち取るための人々の取組と努力が必要である経験を教えているからであ

る。以下、『大統領の執事の涙』の内容を紹介しながら、人種差別克服の過程を憲法学の観点から見ていく。

Ⅳ　法の下の平等と人種差別

1　人種差別の現実
セシルはアメリカ合衆国南部の農場で生まれ育った。母は、白人の主人によって強姦された。主人に反発

した態度をとった父は、主人に射殺されてしまう。成長したセシルは農場を出て、やがて、ワシントンン

DC の高級ホテルに勤める。仕事ぶりがホワイトハウスの事務主任ウォーナーに認められ、ホワイトハウス

に執事として勤める。以来、セシルは、アイゼンハワーからレーガンに至る 7 人の大統領に仕えた。セシル

がホワイトハウスに勤めた 1950 年代から 80 年代の合衆国では、公民権運動の機運が大きく高まり、差別

主義者による激しい反発がありながらも、黒人をはじめとするマイノリティの社会経済的地位が向上し、そ

の権利保護が大きく進んだ。

セシルは、白人に仕えて実直に仕事をし、黒人は能力が低いという白人の偏見を変えることで差別をなく

そうとした。彼は、過激なデモは激しい反発を招くため、否定していた。他方、長男のルイスは白人に仕え

る父に反発し、権利と自由を行動で主張することこそが差別をなくすと考え、人種差別撤廃運動に参加する。

違う方法で人種差別撤廃のためにたたかった父と息子の人生を、各時代の人種差別撤廃へと向けた出来事と

絡めて見ていくことで、本作品は如何にして人種差別が克服されていったのかを描いている。

奴隷制の廃止後、合衆国憲法修正第 14 条によって法の下の平等が規定されたが、人種差別は続いた。特に、

南部での人種差別は激しく、多くの黒人が差別主義者のリンチによって殺害されたが、多くの場合に犯人は

無罪となった。作中に出てくる 1955 年にミシシッピ州で起きたエメット・ティル事件もその 1 つである。

14 歳の黒人少年ティルはミシシッピ州に滞在した際に、白人女性に（性的な誘いを意味する）口笛を吹い

たことで、残忍な方法で殺された。当時の南部では、白人男性と黒人女性が性的関係を持つことはあったが、

多くの白人は黒人男性と白人女性の性的接触を絶対に許さなかった。シカゴ出身のティルはそれを聞かされ

ていたが、殺されるとまでは考えておらず、南部は別世界だった。南部では、黒人男性と白人女性の性的接

触を避けるために、学校をはじめとする様々な公的施設を人種分離していた（1）。

2　人種別学制の解消
1954 年、ブラウン判決（2）で、合衆国最高裁は公立の初等中等学校での人種分離が憲法違反だと示した。

ブラウン判決は施設が人種ごとに平等だと簡単に証明できる公立の初等中等学校の人種分離を違憲と判断し

たため、社会生活のほとんどの領域で人種分離政策はその正当性を失うことになり（3）、人種分離を廃止し

ても社会が受容すると考えられる問題（公共施設の人種分離）につき、合衆国最高裁は違憲判断を下していっ

た（4）。当該判決の影響は広範囲に及び（5）、人種分離解消に果たした役割は大きく（6）、合衆国の社会に大き

な衝撃をもたらしたと評価されている（7）。当該判決は、合衆国最高裁の歴史の中でも、最も重要な判決の 1
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つに位置づけられている（8）。1950 年には大学院のレベルでの人種別学について、合衆国最高裁は違憲判断

を下したが（9）、公立の初等中等学校の人種別学制廃止への抵抗は強く、大学院の人種分離解消が公立の初

等中等学校の人種分離解消に派生する状況にはなかった（10）。1952 年にブラウン判決の最初の審理がなされ

たときには、合衆国最高裁は合憲判断と違憲判断の間で揺れ動いていた（11）。その状況下でも（12）、ブラウン

判決は初等中等学校の人種別学制に違憲判断を下し、合衆国最高裁は社会状況が違憲判断を受容する準備が

整いつつあり、違憲判断が可能な状況になりつつあると判断した（13）。ブラウン判決が下された背景には、

人種分離解消に向けた人々の努力と、それに伴う社会的状況や人々の意識の変化に原因がある（14）。

だが、翌年のブラウンⅡ判決では、合衆国最高裁は、即時の学校の人種分離解消は大きな反発を招くため、

「可及的速やかな速度で」行うべきという留保をつけた（15）。人種別学による法の平等保護への侵害の救済が

遅れることを暗に認めた（16）。ブラウン判決によって人種主義者の暴力行為が発生しており（17）、判決の履行

への合衆国最高裁の慎重な態度は、判決への反発の予測に基づいていた（18）。ブラウンⅡ判決はブラウン判

決の衝撃を緩和するためのものであり、人種別学への白人（人種別学解消への不満）と黒人の立場（人種別

学への不満）を考えて、双方の不満が暴力を伴う人種的分断へと向かわないようにするために、合衆国最高

裁のギリギリの判断であった（19）。ブラウン判決後、南部の各州の組織的抵抗により学校での人種統合は長

年にわたり実現されなかった（20）。作中では、ブラウン判決について、南部選出の連邦議会議員が「ニガー

と白人少女が一緒の学校に？徹底抗戦だ。首席裁判官はつるし首だ。」と発言している（21）。

ブラウン判決は黒人の子供たちにとって人種別学制が悪影響を及ぼすという理由から違憲判断を下してお

り、あらゆる人種区分は違憲の疑いが強いとする「カラーブラインド」の主張を前面に出せなかった。とい

うのも、南部の白人は、黒人によって白人女性の純血を汚されるのを何よりも懸念し、ブラウン判決を突破

口として、異人種婚禁止法が違憲とされるのをもっともおそれていたからである（22）。異人種婚禁止法の廃

止の是非は、白人からの激しい批判を招く問題であった（23）。ブラウン判決の審理に際して、合衆国最高裁

の裁判官は、原告の主張（人種別学制の違憲性）が異人種婚禁止法の違憲性までをも導くものなのかを気に

していた（24）。ブラウン判決後、1954 年に、合衆国最高裁は、異人種婚禁止法が合憲であるかどうかの審理

を拒否しており（25）、異人種婚禁止法の問題に向かい合うべきではないという姿勢を示した（26）。翌年も、合

衆国最高裁は異人種婚禁止法の憲法適合性審査を避けており（27）、（人種間に激しい対立問題を生じさせる異

人種婚禁止法という）「スズメバチの巣」への刺激を避けた（28）。ブラウン判決当時、合衆国最高裁は異人種

婚禁止法の憲法適合性を判断することで、合衆国社会に生じる様々な影響を考えて、この問題に取組める時

期にはないと判断した（29）。合衆国最高裁は判決が無視されることで、存在意義がなくなることをおそれて

おり（30）、社会が受け入れると考えるまで、違憲判断は下さない（31）。

3　異人種婚禁止法の違憲判断
異人種婚禁止法がラビング判決（32）で合衆国最高裁によって違憲だと判断されたのは 1968 年であり、長

い年月がかかった。ラビング判決では、人種区分が憲法に適合するかどうかを審査する際には、違憲である

ことを疑い、厳密に審査する旨が示され（33）、あらゆる人種区分は違憲の疑いがあるとする「カラーブランド」

の考え方が認められた（34）。 この背景には、ブラウン判決時からの社会的変化（異人種婚禁止法の廃止を受

容する社会的変化）があった（35）。合衆国最高裁は、公立学校の人種分離と異人種婚禁止を無効にする準備

が整ってはじめて、人種区分に反対する推定的なルールを採用できた（36）。1960 年代には、カラーブライン

ドとすべての個人に対する平等の機会の付与は法的命令ではなく、もはや否定できない道徳的義務であると
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いう広範囲にわたるコンセンサスが現れた（37）。カラーブラインドな社会（人種が重要な意味を持たない社会）

の達成という理想への支持の表明は「アメリカ人にとって共通」になり（38）、ほとんどの合衆国市民は、人

種区分を用いる法制度が存在すべきではないという理想を抱いた（39）。

1960 年前後の時代状況において、合衆国では、カラーブラインドの理念に一定のコンセンサスが得られ

ていた 1 つの理由には、1950 年代から 60 年代にかけて、労働力の需要が高まり、人種分離した職場ではそ

れが満たせず、人種分離制度の撤廃が経済的利益につながっていたことが挙げられる（40）。

Ⅴ　国家統合と人種差別

歴代の大統領は、合衆国を 1 つの国家としてのまとめるのに苦労した。作中では、リトルロック・セント

ラル高校事件の対応に苦労するアイゼンハワー大統領の姿が描かれている。ブラウン判決を受けて、アーカ

ンソン州のリトルロック市の教育委員会はリトルロック・セントラル高校での人種共学を決定した。1957

年に 9 人の黒人生徒が同校に入学することになったが、多くの白人がこれに反発し、暴動の危険を口実に、

州知事は黒人生徒の登校を阻止するために州軍を派遣した。南部では、州政府が人種分離に加担した。これ

に対し、リトルロック市長が大統領に合衆国軍の派遣を要請した。憲法の精神を守るべきと考えならがらも、

軍隊の派遣によって国家内での分断と内戦を引き起こす可能性を考えて、アイゼンハワーは苦悩した。人種

差別を解消する過程で激しい抵抗が起こり（41）、国家が分断される可能性があった（42）。他方で、こうした抵

抗に対して敵意を抱き、黒人の側にも作中に登場するブラックパンサー党のように武力に訴える過激な組織

も現れた（43）。合衆国では、人種的分断がなく、統合された社会の構築が重視される（44）。合衆国は移民国家

であり、多種多様な人種を統合して国家を形成してきた。人種差別によって起こる人種間の争いは、国家の

統合を崩すおそれがあるため、歴代大統領の最大の懸念事項であった（45）。

Ⅵ　人種差別解消への動きと黒人の政治力

1　黒人の政治力の増加
人種差別主義者による激しい抵抗がありながらも、1964 年には公民権法が採択されるなど、合衆国の人

種差別は徐々に解消へと向かった。これには数多くの理由があるが、黒人の政治的影響力の増加が 1 つの理

由である。作中において、大統領選挙で勝利するために、黒人の支持を求める場面がみられる。ニクソン大

統領は保守的な思想を持ち、公民権運動による数々の成果の影響力を弱めようとしたが、自身の考えを貫く

よりも「選挙での勝利が重要」だと言っている。1960 年代に黒人の有権者登録数が急増し、黒人は無視で

きない政治力を持っていたため、セシルをはじめ、黒人の職員達にも彼は政治的支持を求めた。また、ニク

ソン大統領は、リベラルな判断を下してきたウォーレンコートの判決の影響力を排除するために、合衆国裁

判所に自身の抱く思想を体現した判決を下すと考えられる保守的な人物を裁判官に任命しようとしたが、予

想される政治的な反発を考えて、穏健な人物を任命していった。人種分離解消への極端な反対は、合衆国中
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の多数派によって支持されるものではなくなっていた。

2　黒人の政治力の希釈
合衆国の多くの州では、選挙権行使への妨害行為がなされた。例えば、選挙での投票資格を得るために読

み書きテストに合格しなければならないとする法制度が存在した。黒人をはじめとするマイノリティの教育

環境は劣悪であり、同テストを通過するための平等な機会が与えられていないとして、合衆国最高裁は違憲

判断を下した（46）。マイノリティの選挙権行使が形式的に認められても、それは公的な人種差別行為を終わ

らせなかったとされる（47）。

黒人は国政選挙での勝敗に影響を及ぼす存在となったが、有権者数でいえばあくまでも少数派であった。

だが、黒人をはじめとするマイノリティが有権者の多数を占める自治体では、マイノリティがその議会の多

数派を占めることがあった（48）。合衆国では、そのような自治体がマイノリティ本位の政策を進めることが

政治プロセスを変更することで妨害された。例えば、下位の判断形成機関（自治体の議会など）ではマイノ

リティが多数を占めることがあり 、そこで人種統合策が採択されそうになった場合、政策の決定権限をよ

り上位の判断機関（州）に移すこと等である。より上位の判断形成機関ではマイノリティによる多数派の形

成は難しくなり、人種統合策は採択されづらくなる（49）。合衆国最高裁は政治プロセスの理論を構築し（50）、

他の法に課される政治プロセスと比べて、さらなる政治的な負担に人種的マイノリティを利する法を従わせ

ることを禁止した（51）。

黒人は、全米黒人地位向上協会（NAACP）での活動を通じての抵抗と訴訟によって、投票の妨害と暴力

的な脅しで黒人を排除してきた民主的なプロセスを変化させようとした（52）。州および合衆国のレベルで選

出された代表者は、それらの政治行為を弱めるために法を修正し、採択した（53）。いくつかの州は NAACP

に対して彼らのメンバー表を開示させることを意図した法律を採択し、メンバー表の強制的な開示は、組織

のメンバーへの州および民間の厳しい脅迫へとつながった（54）。さらに南部のいくつかの州では、裁判所に

おける反差別の目的を展開する結社の取組を弱める 1 つの方法として、訴訟への参加の依頼の禁止を試み

た（55）。それらの行為は、NAACP と提携する個人とその組織の政治的行為に対して大きな障害になった（56）。

黒人は選挙権や政治力の行使への妨害を受けながらも、着実にその政治的影響力を高め、選挙での勝利の

ために権力者が無視できない存在になった（57）。それにより、人種分離解消への極端な反対はなくなり、人

種差別撤廃は前進した（58）。

Ⅶ　偏見（スティグマ）の是正

黒人への人種差別は、黒人へのスティグマ（劣等視）から生じている（59）。白人は、能力が低くいため、

社会経済的的に底辺に置かれるのは黒人の自己責任だと考えてきた（60）。作中において、セシルは白人に仕

えることで仕事ぶりを認めさせることで、黒人が劣等であるという意識を変えようとした（61）。作中の場面で、

マルコム X は給仕として白人に仕える黒人を批判したが、キング牧師はセシルと同じ考えに基づいて社会

変革の為に執事は重要な仕事だと説いていた。人は自らが直接触れたことに影響を受けるため、人種統合に

よって職場などで白人と黒人が接触することで、その仕事ぶりから黒人は劣っていないと考えるようになり、
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偏見がなくなっていく。ホワイトハウスでは、黒人職員の給与は低く抑えられ、管理職にも昇進できなかっ

た。長い時間がかかったが、黒人の管理職昇進を認め、給与待遇も改善される場面が作中で描かれている（62）。

ルイスも最後には父の考えを認めるようになった。

デモなどの社会運動は、人種間の格差を是正しないでいると、合衆国に分断が生じると政治的指導者に考

えさせた。作中では、大統領がデモの影響力を考えて政治的決断をする様子をセシルが目撃する場面が描か

れている。人種差別解消のための運動には、黒人だけでなく、多くの白人も参加した。各人種の連帯により

運動が大きな力を持ち、憲法の理想の実現に近づく力になった（63）。デモに批判的であったセシルも、晩年

にはその力を認めるようになる。

レーガン大統領は公民権運動の成果やリベラルな裁判官による判決の影響の希釈に努めたが、作中におい

て、共和党の議員から「人種問題を解決しないことはアメリカが世界の指導者だと認識されないことになる」

と咎められている。レーガンは、自身の判断が本当に正しいのかを自問した（64）。人種差別に反対する国際

社会の動きは、合衆国の人種差別問題に大きな影響を及ぼした。

Ⅷ　現在の合衆国

1　黒人大統領の登場と人種構成の多様化
様々な要因によって合衆国の人種差別は解消されていき、2008 年には黒人のオバマが大統領に選出され

る。白人男性以外の者が大統領になるのは初めてであり、黒人を最高指導者として選出するところにまで合

衆国は変わった。合衆国の人口に占める有色人種の割合は大きく増えており、近未来を舞台としたアメリカ

映画の中には黒人大統領が登場することが度々あったが（『インディペンデンスディ』ローランド・エメリッ

ヒ監督 , 1996 年など）、2008 年についに現実となった（65）。

本作品は黒人と白人との関係を軸に人種差別を描いている。1960 年の時点で黒人はマイノリティの人口

の 96% を構成しており（66）、合衆国には被差別のマイノリティが無数にいたが、黒人はそれなりの規模のあ

る唯一の人種的マイノリティであった（67）。1960 年代においては、合衆国は黒人と白人の 2 つの不平等な社

会に向かっていると評された（68）。しかし、現在の合衆国では黒人以外のマイノリティが増えており、マイ

ノリティの中でも黒人は多数派ではない（69）。黒人は公民権運動が進む中で多くの地位を獲得し、いくつか

の分野の公務員では人口比と比べて過剰代表になっている（70）。他方で、移民の増加によってその数を急激

に増やしてきたヒスパニックはこれらの分野で過小代表である（71）。ヒスパニックなどの他のマイノリティ

には、黒人の持つ地位を奪おうとする動きも見られ、マイノリティ同士で争いが生じている（72）。移民の増

加によって人種的な多様化が進む中で（73）、合衆国では分断の火種が増している（74）。

2　人種問題の複雑化
本作品では人種差別を黒人と白人の関係として描いたが、1960 年代以降の移民の増加や人口構成の変化

により、人種問題は白人と黒人という枠組みで捉えられなくなり（75）、人種問題の争いのラインが黒人と白

人にないことが、1990 年代には指摘されていた（76）。人口構成の変化によって、人種差別の問題は、黒人と

白人のモデルから多様な人種から構成されるモデルへと移行した（77）。
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従来、合衆国の人種問題は白人と黒人の二分法で示されてきたため、合衆国の学説では、多様なマイノリ

ティがいるにもかかわらず、黒人からヒスパニック、アジア系に至るまで「マイノリティ」として一括りに

理解する傾向があったと指摘されている（78）。そこでは、黒人の問題が他のマイノリティの問題として語ら

れてきたと評されている（79）。だが、マイノリティごとに抱えている問題は違う（80）。例えば、ヒスパニック

の共同体からは、市民権の問題が黒人の問題として取り扱われ、ヒスパニックの問題にわずかな注意しか向

けられていないことへの懸念が表明されている（81）。白人と黒人の二分法は合衆国の人種関係を狭く捉え（82）、

両グループの「狭間」で他のマイノリティの問題は見過ごされ（83）、有色人種の共同体の間での益々複雑になっ

ている争いを統制できない（84）。マイノリティ（＝黒人）として捉えることができた時代から多様なマイノ

リティが存在する時代への移行に伴って、周縁に置かれることで不満を抱え、人種的分断を引き起こす危険

があるマイノリティは黒人だけではなくなった。現在の合衆国で人種問題を考える際には、複雑なマイノリ

ティの人種関係を考えなくてはならない。

Ⅸ　多面的に平等を考える必要性

「平等」を達成すべきとの主張（社会的資源の分配を伴う施策を実施すべきとの主張）が展開されたとき、

マイノリティとマジョリティという二分法で人種関係を捉えた場合には、その主張は憲法の理念を実現する

ものだと捉えられるかもしれない。だが、多様なマイノリティが存在し、各グループの間には緊張関係があ

ると捉えると、その見方は変わってくる。各グループは社会的資源の獲得に関心を寄せる利益集団として理

解することもでき（85）、平等を達成すべきとの主張は、各人種グループが自己の利益に関心を持って行われ

たとも考えられる（86）。社会的資源が有限であれば、「平等」を達成すべきとの主張によってある特定のグルー

プに社会的資源を与えることは、他のマイノリティに社会的資源の獲得のハードルを高める（87）。結果として、

後者のグループの社会経済的に不利な状況がさらに悪化して、偏見が助長される可能性も否定できない。即

ち、あるマイノリティへの平等の達成が他のマイノリティへの差別を助長する場合もある。平等の問題を考

える際には、一面的に理解するのではなく（マイノリティの平等達成の主張を認めることが憲法の理念を実

現すると理解するのではなく）、他のグループへの様々な影響を多面的に考察する必要がある。これは、複

雑な人種問題を抱える合衆国に必要な特有の視点であるかもしれないが、平等の問題を考える際に、日本で

もいくらか参考になるのではないかと、現在のところ、筆者は考えている。
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